
 
○

会

計

検

査

院

規

則

第

四

号

　

会

計

検

査

院

法

（

昭

和

二

十

二

年

法

律

第

七

十

三

号

）

第

十

二

条

第

三

項

、

第

二

十

四

条

及

び

第

三

十

八

条

の

規

定

に

基

づ

き

、

会

計

検

査

院

事

務

総

局

事

務

分

掌

及

び

分

課

規

則

及

び

計

算

証

明

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

を

次

の

 

よ

う

に

定

め

る

。

 

　

令

和

七

年

七

月

一

日

 

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

　

会

計

検

査

院

長
　

原

田
　

祐

平
　

 

　

 

　

　

　

会

計

検

査

院

事

務

総

局

事

務

分

掌

及

び

分

課

規

則

及

び

計

算

証

明

規

則

の

一

部

を

改

正

す

る

規

則

 

　

（

会

計

検

査

院

事

務

総

局

事

務

分

掌

及

び

分

課

規

則

の

一

部

改

正

）

第

一

条
　

会

計

検

査

院

事

務

総

局

事

務

分

掌

及

び

分

課

規

則

（

昭

和

二

十

二

年

会

計

検

査

院

規

則

第

三

号

）

の

一

部

を

 

　

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

　

　

別

表

第

五

局

上

席

調

査

官

（

情

報

通

信

・

郵

政

担

当

）

の

事

務

分

掌

事

項

欄

中

「

日

本

電

信

電

話

株

式

会

社

」

を

 

　

「

Ｎ

Ｔ

Ｔ

株

式

会

社

」

に

改

め

る

。

 

　

（

計

算

証

明

規

則

の

一

部

改

正

）

 

第

二

条
　

計

算

証

明

規

則

（

昭

和

二

十

七

年

会

計

検

査

院

規

則

第

三

号

）

の

一

部

を

次

の

よ

う

に

改

正

す

る

。

 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

「

 

東

日

本

電

信

電

話

株

式

会

社

日

本

電

信

電

話

株

式

会

社

等

に

関

す

る

法

律

（

昭

 



 
 

和

五

十

九

年

法

律

第

八

十

五

号

）

第

十

二

条

　

　

別

表

第

二

中
　

 

西

日

本

電

信

電

話

株

式

会

社

  
  

日

本

電

信

電

話

株

式

会

社

 

 
 

」

　

　

「

 
 

 

Ｎ

Ｔ

Ｔ

東

日

本

株

式

会

社

日

本

電

信

電

話

株

式

会

社

等

に

関

す

る

法

律

（

昭

  
 

和

五

十

九

年

法

律

第

八

十

五

号

）

第

十

二

条

　

を
　

 

Ｎ

Ｔ

Ｔ

西

日

本

株

式

会

社

　

に

改

め

る

。

 

 
 

 
 

Ｎ

Ｔ

Ｔ

株

式

会

社

」

 

　

　

　

附
　

則

 

　

こ

の

規

則

は

、

公

布

の

日

か

ら

施

行

す

る

。



 

 

新旧対照 

 ◎会計検査院事務総局事務分掌及び分課規則（昭和２２年会計検査院規則第３号）（抄） 

（下線部分は改正部分） 

 

改  正  後 

 

改  正  前 

第八条 各局に、別表課及び上席調査官の欄に掲げる課を置く。 

第九条 各局に置かれる課及び上席調査官の事務分掌は、それぞれ別表

事務分掌事項欄に定めるところによる。 

別表（第八条、第九条関係） 

第八条 (同左） 

第九条 (同左) 

 

別表（第八条、第九条関係） 

局 課及び上席調査官 事務分掌事項 

（略） （略） （略） 

第五局 （略） （略） 

上席調査官（情報

通信・郵政担当） 

日本郵政株式会社、独立行政

法人郵便貯金簡易生命保険管

理・郵便局ネットワーク支援

機構、日本放送協会及びＮＴ

Ｔ株式会社の検査に関する事

務 

（略） （略） 
 

局 課及び上席調査官 事務分掌事項 

（同左） （同左） （同左） 

第五局 （同左） （同左） 

上席調査官（情報

通信・郵政担当） 

日本郵政株式会社、独立行政

法人郵便貯金簡易生命保険管

理・郵便局ネットワーク支援

機構、日本放送協会及び日本

電信電話株式会社の検査に関

する事務 

（同左） （同左） 
 

  



 

 

◎計算証明規則（昭和２７年会計検査院規則第３号）（抄） 

（下線部分は改正部分）  

 

改  正  後 

 

改  正  前 

 （株式会社の証明責任者、証明期間及び計算書等） 

第八十二条 別表第二の第一欄に掲げる株式会社の会計については、証

明責任者は、代表取締役（指名委員会等設置会社（会社法（平成十七

年法律第八十六号）第二条第十二号に規定する指名委員会等設置会社

をいう。以下同じ。）にあっては、代表執行役）とし、証明期間は、

一月とする。 

２ 計算書は、合計残高試算表とする。 

３ （略） 

（合計残高試算表の添付書類） 

第八十三条 合計残高試算表には、次の各号に掲げる書類を添付しなけ

ればならない。 

一～三 （略） 

２ 前項の書類のほか、毎事業年度の最初の月の合計残高試算表には、

別表第二の第二欄に掲げる法律の規定に規定する当該事業年度の予

算、事業計画又は資金計画（以下「予算等」という。）及びその添付

書類（当該法律に基づく命令の規定により、予算等に添付しなければ

（株式会社の証明責任者、証明期間及び計算書等） 

第八十二条 （同左） 

 

 

 

 

２ （同左） 

３ （同左） 

（合計残高試算表の添付書類） 

第八十三条 （同左） 

 

 一～三 （同左） 

２ （同左） 

 

 

 



 

 

ならないとされている書類をいう。以下この項において同じ。）を添

付しなければならない。予算等に変更があったときは、変更後の予算

等及びその添付書類をその月の合計残高試算表に添付しなければなら

ない。 

別表第二（第八十二条、第八十三条関係） 

一 二 

（略） （略） 

ＮＴＴ東日本株式会社 日本電信電話株式会社等に関する法律

（昭和五十九年法律第八十五号）第十二

条 
ＮＴＴ西日本株式会社 

ＮＴＴ株式会社 

（略） （略） 

 

 

 

 

 

別表第二（第八十二条、第八十三条関係） 

一 二 

（同左） （同左） 

東日本電信電話株式会社 日本電信電話株式会社等に関する法律

（昭和五十九年法律第八十五号）第十二

条 
西日本電信電話株式会社 

日本電信電話株式会社 

（同左） （同左） 

 

 


